平成30年度　事前評価点検表（内部評価）
１ 事業概要
	事業名
	大阪府立中之島図書館　２号書庫棟ほか４棟耐震化および改築事業

	担当部署
	大阪府立中之島図書館　総務課（06-6203-0474）

	事業箇所
	大阪市北区中之島１丁目２－１０

	事業目的
	中之島図書館は、重要文化財建造物の指定を受けている本館・北館・南館と、非重要文化財（一般建築物）である２号書庫棟、３号書庫棟、事務棟、電気棟、食堂棟から構成されている。重要文化財部分については平成26年度に耐震化工事が完了しているが、非重要文化財（一般建築物）部分の耐震化が未実施となっている。

非重要文化財部分については、築後100年以上経過している２号書庫をはじめ老朽化が著しく、いずれも現行耐震基準を満たしておらず（２号書庫は煉瓦造りのため耐震性の計測不可）、特に事務棟は地震の震動および衝撃に対して倒壊または崩壊する危険性が高いとされている。

また、一般府民が多く利用する施設にも関わらず、重要文化財部分の改造に制約があるためバリアフリー化されていない。

一般建築物部分の耐震化及び改築工事を行うことにより、耐震化の実現及びバリアフリー化の補完を行う。

	事業内容
	・２号書庫、３号書庫、事務棟、電気棟および渡り廊下の一部を撤去し、新書庫棟を建設するとともに、食堂棟の耐震化を実施する。併せて新書庫棟から本館と南館の間部分にバリアフリー用渡り廊下を設置する。
・基本計画に基づき延床面積の縮減が可能であり、府ファシリティマネジメントにおける

「総量最適化」方針と合致する。
現　況【合計延べ面積：２，４６８㎡】 
２号書庫（築T 5年 築後102年経過：延べ623㎡）

３号書庫（築S 2年 築後91年経過：延べ623㎡）

事務棟　（築S35年 築後58年経過：延べ606㎡）

電気棟　（築S44年 築後49年経過：延べ272㎡）
食堂棟　（築S36年 築後57年経過：延べ188㎡）
２号書庫北渡り廊下（築S42年 築後51年経過：延べ65㎡）

２号書庫南渡り廊下（築S35年 築後58年経過：延べ91㎡）
実施後【合計延べ面積：２，１３８㎡】
新書庫：1,800㎡
食堂棟：  188㎡
渡り廊下：150㎡

	事業費
	全体事業費：約１９．２億円〔国：０億円、府：１９．２億円〕
（内訳）調査費等　　約３．９億円

用地費　　　　　約０億円

　　　　　工事費　　約１５．３億円

	
	【事業費の積算根拠】

概算額
	【工事費の内訳】

・耐震化工事　約２．４億円
・改築工事　約１２．３億円

・撤去工事　　約０．６億円

	事業費の変動要因
	

	維持管理費
	約７，７００万円／年（H28～H32指定管理委託料￥381,577,218-）

	関連事業
	なし


２ 事業の必要性等に関する視点
	上位計画等に

おける位置付け
	新府有建築物耐震化実施方針および大阪府ファシリティマネジメント基本方針

	優先度
	以下の理由により、優先度は高い

・耐震性能が構造上測定不能または基準以下であり安全性を欠いていること
・バリアフリー化ができていないこと

	事業を巡る
社会経済情勢等
	・平成28年４月１日に図書館をリニューアルオープンしたことにより、図書館の利用者数は増加した。
来館者数
リニューアルオープン前比
リニューアルオープン前

（平成23年度）
312,118人
―
リニューアルオープン後

（平成28年度）
361,560人
115.84％
（平成29年度）
358,282人
114.79％
・構造耐震指標を示すIs値は0.6に満たなければ、現行の建築基準法と同等の耐震性能に満たないとされている。　　
棟名
建設年度
最小Is値
２号書庫
大正4年度
-
3号書庫
昭和2年度
0.36
事務棟
昭和35年度
0.09
電気室棟
昭和43年度
0.32
食堂等
昭和36年度
0.38
《参考》
・Is値とは、構造耐震指標のことをいい、Is値が大きければ大きいほど耐震性が高いと判断される。
・Is値は0.6以上が「地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い」と評価され、Is値が0.3未満の場合は、「地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い」とされている。（平成18年度国土交通省告示　第184号と185号）


	地元の協力体制等
	必要の都度、周辺施設へ説明を行う。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	本事業にかかる投資効果を分析する手法は確率していない。

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、
快適性等の有効性）
	【効果項目】
・開館以来110年以上にわたり収集・寄贈を受けてきた貴重資料の適切な保管環境の確保
・施設のバリアフリー化への機能補完対応
【受益者】
府民


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	平成３０年度　基本設計業務（２０１８年度）
平成３１年度　実施設計業務（２０１９年度）
２０２０年度　先行工事

２０２１年度　撤去工事、耐震改修および改築工事　着手
２０２２年度　改築工事
２０２３年度　改築工事、撤去工事　完了　
２０２４年度　環境改善工事　着手、完了

	完成予定年度
	２０２４年度


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	平成２９年度基本計画策定業務の調査において複数の想定事例を比較検討し、次の諸条件を勘案した結果、現地での改築工事および耐震化工事が最も合理的であると判断し、現地での工事実施の方針を決定し、これに基づき事業実施しているところ。
・恒久的に書庫を移転できる府有施設は存在しない。

・２号書庫は煉瓦造り（組石造）のため耐震診断基準がなく、耐震補強は困難。

・３号書庫は築９０年を超えることから、長寿命化は困難。

・事務棟の耐震化には、新築と同等の費用がかかる。

・電気棟は耐震化しても建築基準法の遡及適用に伴い、受電設備の更新の経費が必要
・食堂棟には、数少ない来館者用トイレが存在するため耐震化の上、存続させざるを得ない。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	（省エネルギー等への配慮）
省エネルギー型機器や断熱性の高い部材の使用等による地球環境保全に努める。

（緑化計画）

詳細は、今後関係機関との協議による。

	その他特記事項
	国（文化庁）との協議により、重要文化財建造物と一般建築物との接続部において、工法等の指導を受ける可能性がある。


６ 評価結果
	評価結果
	○事業実施は妥当
＜判断の理由＞

耐震性能の向上及びバリアフリー対応については喫緊の課題であり、これらを解消し図書館機能の充実・強化を図る。
以上の理由により、事業を実施する。


